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— 研 究 、ノ 一  ト 一 -

家計の 労働供給の 一般図式に ついて

、 小 尾 恵 一 郎

経済体系において家計の収入源枭が家計構成員の労 

働投入匕よづて镓得される担営収入に限られているな 

らば, 限界収入率と所得〜余暇の限界代替率との一致 

という条件から構成されるジ* ボンズ以降の労働供給 

理論は現実に対する妥当性をもっている。 なぜならば 

供給者は上記の条件がみたされるように労働供給時間 

の調整を行うことができるからである。

他企業に雇用されて収入を稼得する雇用所得機会が 

登場するとともに，家計は自営所得造出と雇用所得稼 

得 と い う 特 性 の 相 異 る 機 会 の 選 択 （どちらがまたは両 

者-をあわせて選択）に直而することになる。 雇用所得 

機会に就業する際には賃金率とともに企業側によって 

制度的に指定された労働時間を受け入れねばならな I 、《■ 

(所定時問を逸脱した長時間の欠勤•残業を行えば継続 

就業が困難となるような社会的条件のあることはよ^:知 

られている。）所与の貨金率に対する供給時間の広範な 

調整が困難なことは靡用所得機会の甚本的な特性であ 

る。

従って，家計の卩丨営所得機会と雇用所得機会の選択 

を ;Td述する理論模型は， （i l営所得機会に対しては供給 

畤問の迹続的調整の機楛を，雇用所得機会に対しては 

不 述 続 調 整 （指矩穷働時間を雄位とする）の機構（換言す 

れば貨金率と指定時問の組で与えられる機会の諮否が決 

宛される機偁）をあわせもつものでなければならない。

家計が両者を選択した結采である，多様な所将造出 

形 態 （の家計〉を観察することができる。 家訐の収入源 

衆を丨〖1営所得だけにあおぐものから，屈川所得を小心 

とするものまで，ー迚の就業形態のスぺクトルがある。 

スぺクトルの碗端の問 ^ :は多様な泥合形態がある。 こ 

れらの一部は農家， 兼業農家， 第 1 槌， 第 2 蝕敏業

のようによばれるが， 非 農 自 営 業 （例 え ば 「個人企業 

経济調拖 J の対象とされる.ような）家計群についても同 

様な分類が試みられるかもしれない。中間部のどとか 

に は （例えば家計調査.にいう） 「内職をもづ勤労家 t b  

と名づけられるもの •もある。

16耍なのは， スペクトルのどの部分を赤と名付け， 

黄緑とよぶかよりも，就業形態のスベタトルが発生す 

る仕組みを統一的に述べる理論模型を構築するこ•とで 

ある。 ’

はじめに，2 _ 2 およびト4 節で各種の就業形態の発 

生する条件を，所得〜杂暇選好囪式に塞いて考察する 

2-3, 2 .5 節は各種の就業形態の家計から雇用所得機会 

への労働供給関数の亭かれる過程を述べる。 2 ,6 節で 

' は，別稿で考察された「勤労家計の势働供給関数の分 

析 J を，労働供給の一-般図式の中で位置づける。

2

2 - 1 所得捩会

2 * 1 * 1 すべての家計は潜在的に自家労働の投入に 

よって，他企業に雇刖されることなしに収入を稼得す 

る機会をもっている * これを由営所得機会とよび，他 

企業に屈川されて収入を得る機会を雇用所得機会とよ 

ぶ。すべての家計には所得稼得の手段として潜在的に 

自営所得機会と雇用所得機会がある。家計が屈用所得 : 

機会から得た所得を厲用所得， 由営所得機会からの所 

得を向常所得とよび，前者の稼得のために投入する労 

働を自丨営労働，後者を造出するための穷働を靡州労働 

とよ__ぶ。

2 . 1 * 2 家計が家族労働の投入によって稼得できる 

由常所得の大きさは，也産関数の特性が与えられると， 

労丨効投入盘と，その家計が丨丨丨常所得造出のために利川 

できる資鹿の贽（A常資産とよぶ）に依存する。妁を均
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哲所得，んを自家労働投入， 诌営资座をA とかき， 自

営所得と投入の関係，すなわち， この自営象計が生産

する財又はサービスの生幸関数を，yd= J \ h d，A) であ

らわそう。.特定の自営資産んを.もつ家計の生產関数

は 沿 = / ( ん，ん ）である。 典型的な fH営所得機会であ

る農作業に関する分析結果によると関数 / は # > 0 ,  
d2f dhd 

^ r - < o , すなわち労働の限界生産力は正， かつ逑減

的であることが知られている。’従って以下の分析では 

/ は， この性質をもつものと特定化する。ただしごの 

条件が妥当する限り本稿の自営所得造出機会は農作業 

にかぎらない。

2 .1 .3 家 計 に 提 示 念 れ た 収 入 機 会 =  2 , -

…，, 1 )に対する家計の労働投入量を h“ 機 会 E * から稼 

得さ れ る 所 得 を め と し ， 办 ,_/抓》• を収 入 機 会 E f の限 

界収入率とよぶことにする。厲用収入機会の限界収入 

率は * 通常制度的にその機会に固有の常数 W であら 

わされる賃金率である。 I 個の収入機会のうち， 労働 

投入量ん > 0 に対して最大の限界収入率をもつ所得機 

会を核所得機会とよび , , そ p 所 得 を 核 所 得 （又は核収 

入） と走義する*その他の収入機会からの収入を非核 

所得とよぶ。‘ ： .

一家計の核所得が I自営所得であるか雇用所得である 

第 1 . 図

かは * © 生産関数 / と, © 隹丨営資産A の大きさおよ 

び© 雇用収入機会の限界収入率（貨金率) に依存する , 

® と© を与えられたものとすれば，一家計の核所得は . 

当該家計の自営資産水準A の大小によづて，あるいは 

自営所得であり , ある I 、は雇用所得である。 ‘ . ‘

2 * 2 自營所得が核所得である場会の供給図式

自営所得の限界収入率办 rf/抓 / が /U > 0 なる領域の 

如のある値について，沒的/机 i = W が成立する場合，

核所得は自営所得から構成される。

この家計の自営资本を A , とすると， 自営業収入 yd 

は, 労働投入時_ だけの関数となる。 .

第 1 図は縦軸を余暇 .yi, _横軸を所得X と_して家計の.， 

所得機会の選択をあらわすための図である。 A 軸上 

の r 点をこの家許の処分可能な総時間とすると , x 〜

A 平而上の任意の点の縦座標は , 0 か ら r 方向へ測名 

と余暇を示し， r か ら p 方向へ計れぱ劳働投入時間を 

,$ >らわすことになる。 そこ % 特宠の自営資木蛩に.対 

する坐産関数は r を原点とする丨山線であらわされれ 

これを第 1 図 に r 9* 線で示す。 この |11|線 を （自営資木 

A ,に対する）所得造出丨11丨線どよぶ。

この象計の構成員に対して/雇用夯働の機会が全く 

存在しな “ 場合，家計の余暇〜所得量はどこに決定さ 

れるか。 それは , rq l 丨丨丨1線と余暇〜所得の 

無差別曲線の切点 Po1である。 ハ ：

これに対して，家計の所得造出め機会が， 

自家営業と雇用労働への就業と二つある場 

合は両者の選択はどうなるであろうか。

雇用労働機会の賃金率 W は, 闻 の A，B， 

~r| 線 の 勾 配 tanダであらわきれる。 '
縦 軸 に 対 す る 勾 恥 が で あ る 直 線 と  

h 所得造出丨丨丨丨線rq l との切点を a l と し A，BA 

上 の 無 差 別 曲 線 と の 切 点 を と す る 。 こ 

__ のニつ 9 点は，所与の 13営資本額と賃金率

のもとで, 効用指標 (Mを極大にする労働力 

配分をあらわすことになる。が と r r 1線の 

距離 /^は最適の自家営業への投下労働時  

問を，V と/产の縦座標の蓬は雇用労働機 

所# 会への最適就業時間ん 1* を 与 え る 。 家計

洼（1 ) 鳥®泰彦ィ我が国農業における坐虚函数め計測j 彐丨I]学会雑誌57卷 4 号 

" 「農業生産函数fc関する盤理j 同57卷 5 号。

( 2 ) .核所得の定義は阪界収入率に関する’ものであって，’ 機会 i i i ' b の所得が核所得であるか否かの(E!別は所得如 

扒の大小に依在するものではない•
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家訐の労働供給の一*般図式にづいて

の余暇時問はがの縦座標で, 総所得（由営所得釣と®  

用労阚所得?/,の合計）は点k * の横座標で与えられる。

雇用労働機会に就業する場合は，劣働時問が労働需 

喪侧から制度的に指定される。つまり屈用機会への供 

給は，•指定時間を卑位としてその倍数で不連続に行わ 

れることになる。従って指定労碱時間hが雇用機会に 

対する最適供給時間（因の/ ^ 時間）を超えた場合はど 

うか。 指定時間が61とゲの縱座標差以下であるなら 

ば （図のli),家計は賃金率W のもとでこの雇用労働 

機会に就業する方が有利である。なぜならば，頂用労 

働機会を拒杏して自家営業にだけ労働投入を行えぱ 

Po1点に位匱することになるのに対して,雇用労働に 

就茱すればA ' B ’ 線上で f c *ともの中間のK 点に位置 

するのであって，K 点を通る無遙別曲線（図に書いてな 

い）は Po1を通るo)1 よりも高位にあるからである。指 

定労働時間が、図のの縦座標差を超えるならば（例 

えば図の玉),この家計はこの厚用労働機会を拒杏す’る 

であろう？ d を通る無差別曲線は， (01より低位にあ 

るからである。

以上では飨1 図に示すような固有の無差別丨11]線群を 

もつ1 家計について，雇用所得機会，の供給行動を例 

示した。 しかし，雇用機会への供給量は,家計の金暇 

へ所得無差別1«1線群Q 特 性 （限界代替率) によって異る。 

無差別丨III線群の特性は，余暇と所得の選好に影響する . 
家許人員数，性，年齢構成およびその他の諸条件に応じ 

て変化する。いま, 同一の成年家f f 人員と间じ性,年齢 

構成をもつ家計群をとると*群内の家計の余暇と所得 

の速好は，選好に影響する他の諸条件が家訐問で異る 

ために相異る。家計間の嗜好の差は余暇と所得に関す 

る家計の効用指標関数o>に確率変数切を導入すること 

によって記述される。すなわち， X，iO である• 

家計間での嗜好差 (uに反映する）に応じて，第 1 図の 

最適労働供給量をあらわす切点h * の位置ほ変わる。 

最適労働供給量には， 家計の処分.可能総時問（日耶位 

で表示ナれば成年家計人員数X 24時曲）の範囲内で， u 
の分布特性によってきまる上限値がある。群内の家計 

のうちじの上限値をもつ家訐の無差別曲線の特性が第 

2 - 1 図のとおりであるとする。 図の r q は所得海出丨山 

線 （群内全家計に共通)， これにd 点で切するA B 線の 

勾配（tanめは屜用劣働機会の貨金率（W )である。 こ 

の 家 計 は 点 と r / 線との距離hd時間を自営所得機会 

のために投入する（定義によって点の横座標は核所得 

セある） と共に， 姐線 d B に沿って厲用所得機会に•労 

磡を供給することによって，dq線に沿って丨U営所得を

造出するよりも，より衡利な収入稼得をおこなうこと 

ができる。 しかレ前述のとおり，屈用所得機会に供 

給する際には,供給時間を凑  1 丨‘のおもうままに微調整 

することはできない。指定勞慟時間を/7 とすれば，屈 

用所得機会への就業時間は，図 の (の縦座標差)，ぶ 

(の縦座標蔑）の よ う kを車位とする不連続な勞働投 

入とならざるをえない。屈用所得機会から造出される 

所得もこれに応じ，て不連続である。

2 - 2 - 1 との家計の雇用所得機会に対する最適供給 

時間が，3 h と 2 / iの 肫 （すなわちA B線とk 蓮-別丨山線の 

切点がが，点 6 とM の問）r あづたどしよう。点 fc* と 

(Iの縱座標差（雇用所得機会へめ最適供給時間) を H(/i*> 

とかくと，3 / ;> H a * » . 2 ん。このとき , 家計の労{動供 

給量が 3五であるかどうか (別のいい方をすれば,労働 

需翅側が食金尜休で3/ iの勞働力をこの家肝から誘引セ 

きるかど5 か）は次の条件による。すなわち， h 時間 

を启営所得の造出ヒ赀ゃし， さらに2/7を雇用所搏機 . 

会に対して供給し,さらに逍加的な自営所得造出を行 

うとき， 家計の労働時間と •所得の組合せは bq [111線上 

にある。 ただし， bqは自営所.得造出丨丨11線の一都办を 

A B 線上の 6 から継ぎ足したものセ、ある。 塒上の無差 

別 111丨線との切点のc3 は， hd+ 2 E 時間の投入に加えて 

さらに追加的な自甞所得造出のた也にH(c3)ニH(6>時 

間 （6 とらの縦座標差）め労働を投入した状態をあらわ 

す。c3を通る等量線をo>3 とし，これとA B 線の茭点を 

能とかく， との縦座標差が3/7 4 ある点M を A B 線 

，上にとる (H(M) ニ 3反)。因 に 示 す よ う に H (ma) (m3 
とd の縦座標差）が 3/Xより小(vt3が M より上方に位釋す 

る）ならば，点 ‘ が澤択される。なぜなら雇用所#機 

会に 3/7時間供給すればM に位置し， これを通る等量 

線 （図示してない）は c3 に位匱する場合の等量線奶よ 

り低位にあるからである。•すなわち， こめ家計では自 

営所得の造出のためにka+H  (c3)~H (6) (H(c3) はらtd  
の縦座標差）を投入し，雇用所得稼得のために2/1を供 

給する。なお，追加的な (II営労働時間H (c3) - H ( 6 )は， 

b 点における自蛍所得機会の限界収入率dn ld iu力U 点 

における余暇と所得の限界代替率の絶対値 (m /d J i)  

より大きい限り正であり， 小さければ零である。 m  

2 -1闼は 0ぬ/抓> | # | の坳合を示す。）

以 上 は 3反> H ( ” ) > 2 / 7 なる象計についてである。

2 * 2 . 2 屈用所得機会に対する最適供給時間 

がより短い家評については事惝が興る。2 /1>斑 奶 > 厂4 

である家計の場合を第2 - 2 因に掲げる。Ai h* におけ

— 152 く918、 — 一
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3(A)
第 2—1 図

hd

H(ma) >  2h

a
h 2 h >  H(h*) >  h 

b 一 max

S =  2h

•CO*



家計の労働供給の一般因式について

第 2—4 図

A

X

第 2—5 図

A

第 1 表

ケ一ス 無差別丨丨丨丨線群の特性
自営所得機会へ 
の労働投入（祭）

屈用所得機会へ 
の供給He

1 li(m 3)> 2 h 3 £ >賺 )；> 2  ん あり 2K

2 H(ot2)>2S 2 € >摩 ) >  厂i あ り . 2E

3 2 反〉H(«i2〉〉瓦 〃 あり H

4 H(w,)l>A € > 摩 )> 0 ぁり Ti

5 S>H (w ,) // あり なし

(後〉 迫加的丨丨丨営所得造出のための労働投入の有無は区;別してない。

 154 (.020) ~~■— ■
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家計の労働供給の一般図式について

る雇用所得機会への供給時問 H a *〉は最も高い効用指 

標 (《>*)を与えるが， 指定時間の制約によって実現し 

ない。点 a ,6 ,又 は a i iと無差別_ 線の切点 c2が選択可 

能な位置であるノ ’

2 - 2 - 2 - 1 第 2-2 図に杀すように， むを通る等量線 

他 t  A B 線の交点 in2が 6 より下方にあれば（H(饥2) >  
2/i) 6 点が三つの可能性のうち最高の効用指標を与え 

る点である。 従って，家計の労働供給量ぼh ^ + Z kで 

ある。 (aq上の無差別曲線との切点c2が a に一致する場 

合もこの埽結に途りはない）。

. 2 - 2 - 2 .2 次に， 2 h > i m * ) > h  かつ , m im )< 2 h  (m2 

点がより上）で あ る 家 計 の ば あ い （第 2 - 3 図)。 この 

ときは，a，九 も の 三 点 め う ち Czが最高の効用指標を 

もつ。従って供給量は自営所得造出のために hd+ H(o2) 
- H ( a ) 時間，雇用所得機会に /7 時間を供給する。

2 ,2 ,3 雇用機会への最適供給時間 H (fc*)が i 以下  

で あ る （/ I > H a * ) > 0 ) 家計については第 2 - 4 図に示さ 

れている。 所 得 造 出 曲 線 の 处 部 分 を そ れ ぞ れ a およ 

び’ 6 から継いだ aq, 6 ?曲線上に位匱する i とは a また 

は 6 のいずれかに位匱するよりも低位の効用指標水準 

を意味している。

2 *2；3 * 1 所得造出曲線 r9 と無差別丨山線 

の切点を <hとし， これを通る等量線とAB 

線の交点を撕とする。11(撕 )>11(6)である 

がら， C !よりもhがより高位の無差別丨II丨線 
上にあり，6 よりもa が適好される。 •

従って雇用所得機会への供給労働時間は 

A であり， 自営所得機会への労働投入はん 

である。追加的な自■営所得の造出はお.こな 

われない 。 ，： ■ .

2 * 2 * 3 * 2 点 饥 丨 が 6 よ り 上 方 に あ る  

(H (w i)<H (6 ))場合’も 脚 が  a  点 （H(a) =  /i)

以下にあるかぎり山，6 お よ び a の三点め 

うちa が選好されることに | t りはない。従 

って , 第 2 - 4 図の場合をふくめて r c > a (k *)

> 0 であるときは , 讯撕)>左であるがぎり 

« 点が選択される。 すなわち雇用所得機会 

への供給量は1、であり， 自営所得造出のた 

めの投入勞働量はんd である。

2 * 2 * 3 * 3 ん>11(/& *)>0であり，かつ，点 

w丨がa 点 よ り 上 方 (飾 I,)く /I)にある家計  

の就業状況は第 2 - 5 図に掲げる。展 #所 捋  

機会に最低置 h を供給する .と成 a に位置す 

ることになるが，この位置はClにおける効

H(mi)
H(m2)
H(m3)

用指標よりも低位にある。従って , c ,が 選 択 さ れ ,雇  

用所得機会への供給量は鼠. 家計は自営所得造出に専 

念 し て れ 点 と r r f 線 の 距 離 で 示 さ れ る 労 働 時 間 (h、、 

を投入する。

2 * 2 * 4 第 2 - 1 図のような特性をもつ無差別丨丨丨丨線を 

もつ家計を、家計グル一プ中の一つの極端とし ;::第 2- 
5 図のケースを他の極端とすると， すべてのケ一女は 

第 1 表のようにまとめられる。 この表からあきらかな 

とおり，雇用所得機会べの供給量を決定する条件は， 

雇用所得機会への最適供給量 H (fe*)が A 上り大きぃと 

きには点饭 2 の位置と点 h * の位置とであり，H a * )が 

h より小さい家計においては， m yの位置と h* の位置 

である。

生產関数のバラメタ， 自営資産め額，雇用所得機会 

の賃金率，余暇〜所得選好関数のパラメタおよび確率 

変数の値を与えられたものとすると， ん* と 伽 ，m iお 

よび饥 3め 位 置 の 間 に は ， 各 々 制 約 関 係 H 6 » i> = . 

^,[H(/i*)], H(伽 ) = ^ 2[H(/め ]，H(桃3) = ^ 3[H (/f) ]が存在 

する。関 数 4>u如，如 をそれぞれ第 3 図 に a a へ如 ，，お 

よ ぴ yず で示す。 第 1 表 の 1 か ら 5 までのケ “ スは，

第 3 図

H (m 2 ) =  02 (H a *

i ) = 多i 〔H(h*)〕

155 (921)
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家評の労蚴供給の一般同式について

K(h* )と H(W3), H(m2) およびH (ttti)に関する不等式 

に従って，第 3 図の如 '，邮 曲線上の， O 〜⑤の領 

域に対応する。ケース3 を例にとると，2友> H (他*)> 瓦 

の範囲を即 , 曲線上にとり，か つ 2『0>藤 *)>11と 、、 

う条件から領域因の③が求められる。①および②の領 

域では雇用所得機会に対する供給量は2ん③と④の領

域では /7であり，⑤の領域では0 である（第 1 表) 。 '
• • .:

2 * 3 自営所得が核所得である家計の雇用所得機会 

への供給人員数

前項迄に考察した家計群においては，所得造出曲線 

の位置，雇用所得機会の賃金率は共通’であるから，雇 

用所得機会に対する最適供給時間H(fc*)は特定家計に 

ついては一義的に決まっている。家計間でQ  H(/i*)の 

7やは余聪〜所得選好関数の差によってのみ生じる。家 

計間での選好パラメタの差は確率変数で記述され，そ 

の密度分布関数の特性に依存してH(fcヰ）の密度分布は 

一義的に決まる。 こ の分布関数を/ [ H a * ) ] とかく。 

〔分布/ の特性値は（生産関数のパラメタを所与とする 

と）自営資産の額および雇用所得機会の賃金率に依存し 

て変化する。前述の家計群内の家こお:いては自営資産 

と貸金率は共通であるから，/ は一義的に決まっている。〕 

/ • [ H ^ ) ] を第3 図の下半分〈第4 象服）に書き入れる。 

上 ¥ 分 m 象限）の" " , byyf丨丨丨丨線上の領域②①にお 

いては雇用所得機会への供給量He は 2んであり，H (/f)  

軸とに，これに対応する領域が求められる。即'上 

の領域③と似/ 上 の 領 域 ④ に お い て は で あ る か  

ら, これに対応するH a *)の範囲は横軸上の奴であ 

る，(X«f上め領域⑤ではH e =  0 であり， H(/i*)軸上に 

oんが求められる。従 て ，H a * )  Q 確率密度分布曲線 

/ しH(/め ] の下の面積のうち，tvP (S2で示す) は，当該 

家計群中の任意の1 家計をとり出したとき，その家計 

の雇用所得機会への供給量が 2/1:である確率を与え 

る。H e = んである確率は， 同様にして，；而積klvt (Sy 

で示す〉である。 Ho= 0 すなわち属用所得機会に対し 

て供給せず自営業に谆念する確率は:oik (Soで示す）に 

ほかならない。従って，この家計群中の在意の1 家則- 

の®用所得機会に  対する 供 給 の 期 待 値 （1 家訐当り 

f 均供給避）女は

y = ( 2ExSz) +  (hX Sl) + ( 0X S o)
= 厂i ( 2 & + 及）

でかえられる。 群旳家計数をN とすれば， 椭全体の 

仇給m  (m an-hour)は 1 % = 奴2& -丨- & 爪である。絰験 

によれば，所宠労働時間hの崩川所得機会ニつを同一

構成員が並ねることは制度的にも極めて稀であるから, 

屈用所得機会への供給時丨⑷をtlを雄位として計れば， 

家計群全体の供給人員数の近似値が高い精度で求めら 

れる。すなわち人員数はN?/体である。故 に .

N2//；T =  (2Sa+S,)N  

群内 1 家計の人員をp (家IH•共通）とし，供給人員/Nv 

を供給確率パとか々と

^  =  (N^//I)/N^=— -— 。

ただしu は，任意の家計權成員が雇用所得機会への供 

給者である確率を示す。 ,

2 , 4 雇用所得が核所得である場合の供給図式

自倉所得の限界収入率が自営所得造出のための労働 

投入量の正なるすべての領域において，雇用所得機会 

の賃金率より小でもる家計群の,自営および雇用所得 

機会への労働供給機構を考察する。定義によって，こ 

の家計群の核所得は雇用所得から成る。第 4 - 1 図で-直 

線 rB_の o r軸に対する勾配（tanめを賃金率’， 蹲を自 

営所得造出曲線とする。この図の無差別曲輪は最大の 

最適供給時間（所与の貨金率に対する）をもつ家計の 

余暇〜所得の選好をあらわすものとする。すなわち点 

h*と t * / 直線の距離（縱座標蔑）H(/^)は他のすべて 

の家計より大きい。

2 - 4 - 1 ここに 3 ^ > H ( A * ) > 2 / iである•とする。前項 

に述べたとおり，*制度上の制約から家計は雇用所得機 

会に H f / f )を供給することはできない。この家許の余 

暇〜所得の選択は， a , &，c のような不述続点又は仙線 

bq上の点に限られる。, ただし bqは所得造出曲線r g の 

原点を6 点に移したものである 。 bqと 無蜜-別丨1丨|線の切 

M を dzとし，等量線_ と r B との交点を《3，とする。 

ここにH(似)く3んである。点もは b, c のどちらと比較 

してもより高位にある。 従って d3点が選択される。 

このばあい，雇用所得機会に対する供給贵は2/i, 追加 

的囱営所得造出のための労働投入塵;は焱b と dの銳座 

標差すなわちH (d )^ H (W である。 切点(Uが bと— 致 

する場合も雇用所得機会への供給® に変りはない。

2 *4 *2  2h>H(h*)>hである家計については，第 4-2 

図に示す。叫 と ‘ において切する無差別を他2 とし . 

こ:れと r B 線の交点を沿とする

2 * 4 *2 .1 この家計ではH («2)>2石で， ゐ点に位置 

ずることが最も-イi 利であるから，家訐は雇用所得機会 

に対して 2石時間供給し， 追加的由常所得造出はおこ 

なわない。
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家計め劣働供給の一般図式について

余暇A 第 4一  1 図

第 4ニ 2 図

A

A
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家計の労働供給の一般図式について

第 4—4 図

A

第 4一  5 図

A

第 2 表

ケース 無差別llll線の特性 自锊所得造出の. 
ための労働投入

屈用所得機会へ 
の供給蛩

1 3瓦〉寒 )> 2 石 3^>H(tt3» 2 ^ あり 2h

2 2 h > m k *)> r i H(?i2)>2^ なし 2h

3 2 h > m * ) > E 2rt,>H(n2)> n あり n

4 , r i> w i *y > o H(n1)> ^ なし ；n

5 h > m * ) > o ^ > H (« ,)> 0 あり 0
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家計の労働供給の一般図式について

2 .4 *2 ‘ 2 2rC>Wf )：>rt で，かつ，H(n2) < 2 左である 

家評におI 、ては（第 4 - 3図) ，dtが選択され，雇用所得 

機会に /I時間供給し，逍加的自営所得靖出のために 

HW2) - H ( a ) だけの労働を投入する。

2 * 4 * 3 第 4 - 4 図 は f e > H ( / i * ) > 0 で、ある家計を示す。 

rqとdiにおいて切する無差Mllll線を <wdi とし， これ 

と 線 の 交 点 を 《i とかく。

2 - 4 - 3 - 1 この家訐では2 / t > H ( % ) > / iであるから， 

a 点が選択される。 雇用所得機会に対する供給量はル 

時間であり，自営所得のための劣働投入はない。H («.) 

> 2 / 7 のときも同様である。

2 - 4 - 3 - 2 余暇〜所得選好が第4 - 5 図に示すような 

家計では , h > m h * ) > 0 ,かつ, • /t>H(w1) > 0 である。 

ムが選択される。すなわち，雇用所得機会への供蹲は 

おこなわれず， 家 I!十はHGW時間を投入して自営所得 ‘ 

造出に専念する。 • .

2 - 4 * 4 以上のケースをまとめると， 第 2 表のとお 

りである。雇用所得機会への供給i を決定する条件は 

3 / C > H a * ) > 2 / iであるばあいには，H(n3) とH(/t*)の位

第 5 図

第 6 図

匱であり， 2 h > m h * ) > E のときはH(«2) とH ( h * )の 

位置，RQi*)<hのときは，H (? i ,)と H ( P ) の位置であ 

る•ことがわかる。

生産関数のパラメタ， 自営資産の額， 

雇用所得機会の賃金率，余暇〜所得選好 

関数のパラメタを与え，選好の家計間に 

おける差異をあらわす確率変数の値を特 

定の家計に固有の値と定めれば，一義的 

な 制 約 関 係 H(ル) =  
r 2[H(；t * ) ] および H(似) = F 3[H(ん*)]が存 

在する。関 数 R ，％，ル を 第 5 図に抑，, 

ss ' fグの三つの曲線で示す。 第 2 表ケ 

—ス①〜⑥を曲線上の当該部分であらわ 

す。

2 - 5 雇用所得が核所得である家計の 

雇用所得機会への供給人員数

第 3 因と同様に推論して， H， ）の 

確率密度分布 / [ H ( / t * ) ]の下の而積T 2は， 

任意の1 家計が雇用所得機会へ2 /iだけ 

供給する確率であり， 面積T ! は Hだけ 

供給する確卑， 面稭T。は屈川所得捭会 

には供給せず，启営所得造出に郸念する 

確率を与•える，

任意の1 家計が雇用所得機会に供給す 

る労働贵の期待値をV として, マンアワ 

一タームCD供給関数は

2 /= (2/i X T2) ：f  (fiX T,) +  (0 X To)
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家計の労働供給の一般因式について

A
第 7—1 図

第 7—2 図

第 7—3 図
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家計の労働供給の一般闻式について

， -/7(2T2+ T ,)

で求められる。 '

.人員タームの供給関数は 

N y//t=(2S2+ S ,)N >

構成員の供給確率は .

で与えられる。

. 2 - 6  r勤労象計j の非核所得機会への労働供給関数 

(人員単位）

前項までに，潜在的に自営所得造，出の機会をもつ家 

計が (It丨営所将造出機会を考慮しながら)所与の賃金率の 

雇用所得機会に対して選択的に供給しようとする労働 

量を供給人員数のタームで考察した。従って以上は家 

計の労働供給スヶジュ一ルに関する一般図式である。 

との項では，かねてから分朽が行われてきた「_ 労家 

計」の労働供給図式がこの一般図式の中にどう位置づ 

けられるかを考察する。

核収乂機会が頭用労働への就業である1 家計で，そ 

の他の雇用所得_ 会 (邪核収A 機会）へ (追加的）労働供 

給がおこ.なわれるというばあいは（この家計構成員に 

対して)核収入機会の旁働需要時間が一定盘以下に限 

定されているときに限づて生じる。样 来 わ れ わ れ が  

r勤労家計」. とよんできた家計は構成員中最大の収入 

率 （賃金率）をもつ世帯主と（それ以下の賃金率で)就業 

または非就業のその他世帯員から成る家計である。• こ 

の種の家計の労働供給機構は前項の一般図式のもとで 

は次のように位置づけられる。

2 * 6 * 1 はじめに,二つの雇用就業機会があり賃金 

率をそれぞれW ,> W 2 とし，率計の（潜在的）自営所 

得造出丨山線の限界収入率dydldhは h より小である 

場合を考察する。（第 6 図 tan fl.-W ,, t a n 所得 

造出丨山線r«) : v ■；

2 . 6 .レ1 核収入機会p 労働’需要時間がhであると 

きは核所得は第7 - 1 図 a点の横座標で 

与えられる。家計が賃金率W 2の麗用 

所得機会に追加的な労働供給を行うな 

らばa B 線上に位置することになる。

共通の丨?I當所得造出111丨線と核所得をも 

つ家評群において，锊 金 率 の 雇 州  

所得機会に対して最大の最適供給時間 

mh*)をもつ家計は3 / i> I i ( / t * )> 2 反で 

あるとする。 またず(？の原点を点6 に

移した甸 llll線と無差別線の切点を办とし,これを通 

る等ift線 o>g3と a B の交点奪らとする。 最大め n(h*)
をもつこの家計の13 は 3 /i> H G i)> 2石であるとする。 

このような特性の無羞別丨111線をもつ家計は，あきらか 

にかを選択する。 すなわち虜用所得機会に2/1丨由問, 

追加的自営所得造出のためにH(の)一H(6) 時間を役人 

する。 （家計調渣资料の「勤労世带』 におぃて， 埤报主 

のほか描成員1 人が雇州所得機会fc就業し， さら年妁職 

収入のある世帯はこのケースに相当する）。

2-6 .1 .2  2 h > m h * ) > h の家 f|-について， a を原点

とする所得造出仙線とg2において切する無差別丨山線 

を， とし， これと a B 線の交点をらとがく。 (第 7-2 

図）。図のように滅 < H ( W であれば点6 が選択される。 

雇用所得機会への供給量は2/Tで， 自営所得の造出は 

行わない。（世帯主のほが構成員1 人が雇用機会に就業）。 

交点 h が 6 より上にあるとき（H仏)< 2 / i )は，点 g2が 

選択される。 このばあいは，雇用所得機会への供給啬 

は ftで， 追加的な’自営所得はH(的)一H ( a )で ‘ る。

(UL•帯主収入のほか内職収入のある家紂に相当するh  !
2 *6vl*3  h > U ( h * ) > 0 の家計について（第 7 -3図）。 

自営所得造出丨山線と切する無達別曲線 ‘o v (点線)が 

.折 線 r a B と交る点をh とする。 H仏)〉 /«■ならば a 点. … 

が選択される。 象計は雇用所得機会（この場合は核収 

入機会）にだけ労働を供給し， 追加的所得稼得は行わ 

なぃ。 m i i X h であるときは (突線) ， 点 g'が選択さ 

れ る （この家計はもはや「勤労家計j ではない）。

2 ‘ 6小 4 以上の各ケースを第 3 表にまとめる , 3/i 

> R Q i* )> 2 h の家計ではH (/i*)と H« 3) の位匱が雇用 

所得機会と自営所得機会への供給量を決定し， 2E〉 

H (h *)> / iの 家 計 で は H(/2) と H a * ) の位置がs  h >  
H(/，) > 0 の 家 計 で は と M ix)の 位置が決宏条 

件となる。

2 .6小 5 H(W, m iz )和よびH仏) と 錄 *)の 関 係  

をそれぞれ  m i3)= U h %  m h ) = ^ m
とあらわせば（第 8 因)，第 3 表のケース①〜⑤は力一 

第 3 表 ’；

ケ一ス 無差別丨丨丨1線タ特性
自営所得機 
会への労働 
投入

雇用所得機 
会への供給

1 3£>H(k*)>2/i 3/i> 即  3)>2厂1 あり 2K
2 2h>E(h*)>E H(Z2)> 2  厂i なし 2/1
3 " 2ん〉H(ら） あ り . E
4 瓦〉靡 )> o H(M > ん . なし h
5 a ん〉即 ,） あり 0
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家計の労働供給の一般|SI式について

. ブも，るおよびらの上の領域と対仿する。第 3, 5 図の 

ばあいと同様の推論によって密度分布関数 / [ n a * ) ]  

にかこまれる而演u 2> u , お よ び u 0 は•群内の任意 

の 1 家計が雇用所得機会に，2Hを供給する確率，h を 

供給する確率および自営所得造出に専念する確率を与

第 9 - 1 図

A

x• る。

任意の 1 家計が雇用俞得機会に供給する 

マンブヮ一の期待値汉は，

A ，） y =  (2kX U 2) +  {h X U,) +  (0 X Uo)

' =/7(2U2 +  U0 

で与えられる。人員タームの供給関数は 

N y//t=(2U z +  U l)N 
供給確率は

2U2+ U ,
 _

V

である。

2 - 6 . 2 第 2 の雇用所得機会の賃金率 ！̂  

と比較して自営所得機会の限界収入率（所 

得造出丨山線の勾® ) が極めて小さく，& 点お 

よびa 点め余暇と所得の限界代替率の絶対

値 ( H D 以下であるときは， 潜在的な

自営所得機会への労働投入はおこなわれず， 

雇用所得機会への就業は次のとおりである„ 

2 - 6 - 2 - 1 まず放〉H(/，) > 2 / 7 の家計で 

は，6 を通る等量線（実線）と a B 線の交点 

が第 9 - 1 図 ふ の よ う に H (j1) > 3 / tであれ 

ば c 点が選択される。核所得機会のほかに 

非核雇用所得機会へ2 Eが供給される。 b 点を通る無 

差別丨II丨線(点線) が a B と交る点が図Q ム の よ う に  

3ん> 扭ム) > 2 ん■であれば点b が選树され， 非核雇用所 

得機会への供給啬はである。

2*6*2*2  2 h > n m > h の家計では， a 点 

を通る無差別丨丨丨I線と a B 線の交点の位置が b 
点より下にあるか（た2点）上にあるか（ん, 点)， 

によって，非核屈用所得機会への供給量は瓦 

一 r' または零である（9- 2 図）。以上を第 4 表にま 

とめて示す。

2 *6 -2 .3 H ( i )およびH(ん）とH U *)の関係， 

n ( j)= v lM k *) i  m )= r im (h *y ]を第 10 図に 

乐す。 H a ， の密度分布肋線下の而稹v 2 は， 

群中の任意の 1 家計の弗核屈用収入機会への 

供給蛰が 2んである確率，V !は瓦である確率， 

V oは非核屈州収入機会へ供給が絜である確 

率 （家計調进において世帶主だけが就栗してい 

る家計である確卑） を与える。 1 家訐の非核 

照用収入機会への供給遛の期待値y は 

y = (2/i X V 2) + (h X V,) -I- (0 X Vo)

—  -/U 2V H -V 0

第 8 囡

^
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家計の労働供給の一般因式について

A
第 9 一 2 図 人員タームの供給関数は

% //i= (2 V 2+V ,)N , 
供給確率は

2V 2+V !
p !

第 4 表

ケース 無差別曲線の特性
曲営所得 
機会への 
労辑1投入

核雇用所 
得機会へ 
の供給

非核歷用 
所得機会 
への供給

1 3瓦〉摩 )>2/7 n(j)>3h なし 11 2ti
2 // E(j)<3li "なし ft h
3 2h>n(h*)>ri m )> 2 h なし h 11
4 // m )< 2 h なし h. 0

で与えられる。 ただしN は 1 家計の成年家.. 

計人員数, ダは非核雇用収入機会への供給_  

率である。

固有の無差別曲線群をもっ1 家計をとれば， 

第 9 - 2 図 W ! Xh ( a 点の横座檩）の核所得水漼 

に依存して， a 点を通る無差別曲線とa B 線 

との交点kの位置は変イ匕す;6 。点 kが点b匕  

一致するような核所得水準おいては点a と 

bは無差別である。この核所得水準ぼ， この 

家計の（第 1 ) 臨界核所得で繁!?。

同様に第9- 1 m で点j と点c の一致するよ 

うな核所得水準においては点6 と点Cが無差 

別，すなわち非核雇用収乂機会への供給量-が:/ 

2hであってもh であっても無差別である。

こ の核所得水準はさきに飨2 臨界核所得とよ 

んだものに他ならない。

の関数から臨界核所得を導くごと4
できる。

2 * 6 * 3 最後に， 非核収入機会のうち， 非 ; 

注（3 ) / N S ：「臨界核^ 得分布による勤労家計め労働供給の分析』（三田学会雑誌第62卷丨号，又は痠! ^ • 大学‘

( 4 ) 小 尾 「家計の労酿給理論-賃金酬分析の基礎一 』 （第 6 回計量経済学会議議鑛ー删年•— ）を参照

( 5 ) 家計の.労働供給時間をH とかけぱ，第 9 - 1因のa B 線は 

( 1 ) X = I  屮 ％ ( H —幻

となる。ただしI は核所得でI^W,/T。選好関数を 

( 2 ) (o=oiX, A, yt it)

とす-る。アはハフメタ，■ « は家計間の嗜好兹をあらわす確率変数である。 (以下H * とかく〉を求めるには

( 1 ) を⑵に代入して方崔式备 = 0 をH にっいて解けばよい。解は選好陋のパラメタとその家計順，

井•核雇用所得機会の賃金率，核所得に依存する。すなわち，

( 3 )  H * = H % , W2, I, u) ' .

次に点i の座標（労働時間）i を通る無差別曲線の指標は6)に X  =  l +  w 2! l を， に T —2瓦を代入して叫=  
^ I+ W ^« T —2もr. n)a bを通る無恙別hi丨線は叫ニ减んa, r, u) であるから .

(4 ')  6){(I+W 2£, T—2B, y, A, y, u)

これと（1 ) の交点の時間座標私は（1 ) と（4 ) を述立して求められる。

( 5 )  H y -H /y , I, W2, ul

Hj— 淡 を与X •るI の値は第2 臨界核所得I * 2 であるから,.3友 I, W2, ii\とおき，こ.れを:1にっしてとく i
( 6 ) I*2=I*2[r, W2( nl

点A：は，a 点を通る無兹別線とa B 線の交点であるから，..ぶ(ゴやばあいとおなじく a を通る無!!別丨山辦

( 7 )  Wi, Y, u)—ca(X, A, y, u)

~ ~  163 (029) ~~
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家計の労胁供給の一般図式〖こついて

第 1 0 図 核自営所得機会の限界収入率が（自営所 

得造出機会への労働投入量の正のある値 

で）弗核雇用所得機会の賃金率W3 より 

大きい場合を考察する。

第 i l 図 で m の勾配 tanク丨は核雇用所 

得機会の賃金率 (W,), r b の勾配 Urn队 

は非核雇用所得機会の賃金率 (W2), rq 
は自営所得造出曲線である。 r q を点a  
を原点として•継ぎ足して叫をひく。 rb 

を平行移動させて叫曲線との切点を o! 
とする。第 2-1〜2 - 5 図と比較するとこ 

の因は，第 2 - 1 ~ 2 - 5 図の点？•を a 点に 

移したものにほかならない .ことがわかる* 

こ© 図 の a q 線は第 2-1〜2 - 5因 の 作 に ， 

A/B/ 線は第 2-1〜2 - 5 國 の A B 線に相当 

_する。 従って， 第 2- 1〜2_5図の所論を 

第 1 1 図の点線で示した d aeに_ まれる 

領域についてくり返せばよい。た /i し， 

この部分の無差別曲線の形は第2-1 ~ 2 -5  

図の全域ではなく， 第 2 - 1 - 2 - 5 図の 

d 〜尤領域のうち第 1 1 図に示した —  

領域に該当する部分である。d a e領域に 

ついて画かれた第 2-1〜2 - 5 図に相当す 

る点の記号にすべてプライムをつけて表 

示すると，第 5 表のとおりにまとめられ . 
る。 この表は形式的には第1 表とおなじ 

だが，第 1 表の屜用所得機会への供給量 

が家計の厲用所得機会への金供給最をあ 

• らわすのに対して*第 5 表では非核屈用 

所得機会への分をあらわしている。

H C w iO -ciC H a*)]の三つの関係を第 i2  

図に示す。領域①〜⑤は第5 表のヶース 

1〜5 に対応することはまえと同様であ 

る。因の而稹 Y a は非核雇用所得機会へ 

の 1 家計の供給量が2 hである確率を>
Y i は /7 である確率を， Y o は累である

を求めこれと（1 )の交点を求めると，

(8 ) W2, Y, n l
H* =  2友を与えるI の値は第1 臨界核所得I * である• （8 ) の左辺を沭におきI について解けば

( 9 )  I*l= I*l(\V 2< yf u)
« の分布を与えると第1 ，馆 2 臨界核所得分亦はそれぞれ（9 ) と（6 >で求やられる。’ .

ル と H (ft*)の開係を与える関数％は（3 ) ど（8 ) から奴を消去して，H /とtt(於）の閲係れは（3 ) と（5 )か 

ら鉍を消去して求められる。

164 (卿 )

1 2 因

H(trt’2) =  f 2〔H(h*)〕

II (},*))

家計の穷働供給の一般図式について

第 5 表

ケース
. パ 、 -
無差別仙線の特性

1 営所得機 
会への労働 
投入

非核屈用所 
得機会への 
供給

1 3 h > m *y > 2 h あ り 2h
2 H (m /)>2S 2h >J10 i*)>h あり 2/i
3 2^>H (ot20 > ^ " あり K
4 H « ) >  石 K > u m > o あり R
5 ん〉H(m，） 1/ あり 0

, fCH(h*))

確率をあらわす。 1 家計が非核辱用所得機会に供給す 

る労働量の期 待 値 が （マンアワー〉は，

y - (2feX Y2) + (/7x Yi) + (OXY0)
=/i(2Y2+Y,)

人員タームの供給関数は 

N2//̂  = (2Y2.+Y,)N 
非核雇用所得機会への供給確率/ / は

で与えられる-

.,3* 要 ' 約 . *

3 . 1 家計は潜在的に， 自営所得と雇用所得の造出

という，二種類の所得機会をもっている。前者に対す 

る労働供給量は速続的に調整可能であるのに対して.,

後幸では需要側の指宠する所定労働時間を単位として， 

不迪続な供給が行われる。伝統的な労働供給理論は連 

続的な供給機構を述べるにとどまるから，所定時間と 

賃金の組合せに対して家計構成員が， これを受け入れ， 

あるいは拒杏する機楛の解明についてはあらたな理論 

描成が不可欠である。われわれはさきに , r勤勞家 ti.j 
についてこの齒請をみたす定暈的理論の措成を行った 

が，この稿では，第 2 .1〜么6 節において , r勤労家計」 

を特殊な場合としてふくむ家計の労働供給機構を反映 

する一般的理論模型の構築について考察がなされた- 

理論横釋はニつの要請をみたすものでなけれは♦ならな 

家計が自営所得機会に対しては迪続的調い, 第 1 に,

■-----  165 (931) - —•̂
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家則の労働供給の一般図式について

整を行い，雇用所得機会に対しては機会の諾西を決定 

する不連続調M を行う機構を明示し\るものであるこ 

と。飨 2 に理論模型ゆ余暇〜所得選好図式によるもっ 

とも启律的な性質のものであること》

以下に婦結を摘記する。

3. 2 2. 2, 2. 4 節の供給図式は個々独立のものでは 

ない。 選好関数のパラメタ（集合）アが共通である家 

計 群 （群内家計問の無差別丨丨丨丨線の特性は« の盖によって 

相興る）において， 自営所得機会の所得造出丨11丨線の位 

in と雇用所得機会の貨金率との間の相対的大小関係に 

よって両節の國式のどちらかが妥当するのである。所 

得造出丨山線上において争 = w が成立十るばあ I 、は

2. 2 節の図式となり，すべてのh > o に対して音€  く 

W であるときは 2 . 4 節の図式が妥当する。

2 . 6 節では核履〗n所得機会の需要量が限定され， /I 

である場合の非核屜诏所得機会への供給を考察したが , 

弗核雇用所得機会の賃金率と自営所得造出曲線の位置 

いかんによって2_ 6 .1，2 .6 .2，2* 6. 3 の図式がそれぞ 

れ成立することが知られた。

3 . 3 以上の考察によって，（イ）家計が屈用所得機会 

と丨il営所得機会に対して労働力を配分する一般的図式 

を余暇〜所得選好理論のうえに構築することは可能で 

あり，（ロ)自営所得と雇用所得の各種の組合せを発生せ 

しめる条件は，最適把給時間H ( P )と 点 心 • = 1，2 ,3) 

(第 1 表 ),点  w < ( i= l ,2,.3)(第  2 表 ),点  =  2 ,3)

(第 3 表)，点んおよびゴ（第 4 表)の位匱で完全に記述

されることが叨らかにされた。従 つ てこれらの各点の 

位 置と H(h*)を 結 ぶ 関 係 （2. 3 節の関数 ♦, 2. 4 節の 

K  2_ 6 節 の i jおよ、び C) は家計の労働供給理論の驻 

本的3?具である。選好関数の解析的な形を特定化する 

ならばこれらの関数の具体的な形は通常の解析的な手 

法または計算機による数値計算によって求められる。

3. 4 屈;！〗所得機会への労働供給関数を数値的に求 

めるには，すでに述べたように向営所得機会の限界収 

入率と雇用機会の貨金率の大小関係を判定し，各ケー 

スに応じても r ,  t  n, c の問数を使いわけねばなら 

ない。従づて特矩のy (選好場パラメタの平均値）およ 

び 双 （選好場パラメタの家計問変動をあらわす確率変数） 

の分布をもつ家計群について，各種の所得機会の組合 

せを与えて供給関数を導出するには判定と制約条件を 

ふくむ組織的な計算プログラムが必齊であり，かつ本 

稿の考察によってその菡本手続が明らかにされた。供 

給関数の数値的導出は別檎で考察したい。

3. 5 2. 6 節においては核雇用所得機会の需要量が瓦 

に限定されている場合蚤考察した。限定が '2 / i文はそ 

れ以上である場合もまったく同様の推論によって扱う 

ことができる。 しかし，経験の示すところによれば， 

現代の家計の性年齢等構成員特性のもとにおけるかぎ 

り核雇用所得機会がh を超えて 2k,3hなどである場 

合は稀である。従って 2. 6 節の所論は他の諸節と共に 

そのままの形で量的実証分析に適用可 .能である。

レオンテイヱフ体系における技術構造

尾 崎 巌

(一） ま え が き

レオンテイュフ投入一座出分析の体系は，1931年， 

彼 が ア.入.})力の ’ National Bureau of Economic Re

search においてResearch A ssociateの職にあった時の 

守備的調进研究に始まる。 その体系の全貌は 1936尔

Review of Economics and Statistics (文 献 ⑷ ) fc 

発表され / 1941年仁彼の主著 The Structure of the 

. American Economy, 1919—1929 (文 敝 〔5ゴ）が刊行さ 

れた。その後，投入一産出分析は，一方において経済 

発屁過程における稱造変化の本锊を解 IJiJするた込の最 

も越本的な分析川具を捉供しながら , 他方において , 

各国の経済政策樹立のための有効な手段と,して利川さ

— 166 (932)

問題の所在を明らかにす名ために，■レオンテイエフ , 

体系の基本的性格に関し次のことを伖定しておく。

ィ. 全商品経済を《俾の部門に分割する。 部 門 分  

割と商品分類とは1 対 1 対応の関係にあるものとす 

'る。 ： . . . *  .. ' ノ

p . 部門別投入係数は,よく定義された商品分類の 

下で，準一商品毎に測定される。すなわち第 j•部門に 

おける第 i 商品の総産出量X / と，その部門に流入し 

た 第 i 商品の総投入：f t  Xi/>，の比率として，部門別投 

入 係 数 a , / が定義される。

⑴知^ 雁 ， ：：：：：：；«
ハ. 部門別労働投入係数を“ で表知し次式で矩義 

する。

⑵ l j = L / / X / 但し，L / : 第ゴ部門への

総労働投入暈

すなわちレオンティエフ投入係数は，商品べ一ズを 

基本に構成されているために，その商品の生産が部丨1  

内でいかなる規模あるいは技術効率をもつ生産単位 

(たとえば工場) f c よって，生産されズいるかにかか；b  

りなく，定義さ、れていることになる。

ニ. 第 j  部門に対し，aij,(i—l , 2, n ) と lj ..か. 

ら作られる次の列べクトルTVを:第ゴ部門の技術べク
(注”

トルと呼ぶ。

⑶  T尸 [aり.，atj, ....... a»-j，…'.“《1„ゴ，lj] ：-

ホ. 経済全体の技術構造は, 次 の （k +  1 )X ? j行列 T 

で表;b される。

• ；对歹！j

(4) T  =  O V T >  Tr  _T„) =

| »u  di2---dij --ain 
d2l tt22* V<X2/***a2«
* * j •

Cil di2，“ Clij ” ain

びnl dnt' * '(tnj* **(tnn
、ll よ2 - • lj **>' In ノ

T r i列を通常のレオンティエブ投入係数行列と区別

してレオンティエフ体系における技術係数行列と呼ぶ 
(注2)

ことにしよう。

れるという実践的課題の下に発展し , 今日 世 界 6 0 数 

力国にお;いて産業速関表が作成されるようになった。

經済理論的にみて， レオンティュフ体系には二っの . 
きわだった性格 ;^ 発見される。一っは，遠くヶネ一に 

始 ま る Tabreau Econom iqueと.しての性格である，今 

日の>用語を用いれば，国民経済計算体系の一環として 

の生産勘定体系の確立，すなわち，一国経済の生産物 

の流れの奔合的な記述という特質である。それは他の 

勘定体系との併用め下に，全体としての経済構造の実 

態を把握する丨e1的に役立ち，同時に綜合的な許画モデ 

ルのfF成に一っの遨礎を与えるであろう、 （たとえば，

ストーン〔6〕， ヨ ハ ン セ ン ⑶ 等 を 見 よ ）。

他は経済の相互依存的関係の決定や， 一 経済変数の 

交化の他のすべてに及ぼす影響め波及過程を分析ずる 

ための核となるベぎ，部門別技術構造の摘出という性 

格である。• 決宠された技術構造が安定的である限り， 

レオンティェプ体系はそのままワルラスの一般均衡理 

• 論の経験的適用という実証科学としての特質をもっと 

とになる：投入一産出表に迤づく技術構造の摘出は， 

投入係数行列と呼ばれる表によって記述されるが，た 

とえ，それらが変化するとしても，その変化の法則を 

経験的に確認十ることによづて，■より一般的な動学的 

レオンティヱフ体系の構築が可能となるだろう。

上述のニっの特質のうち何れが重視さるべきかは， 

分析目的の如何に依って定まる。われわれの窮極の分 

析目的は,経済発展過程における構造変動要因の解明 

にあ■る。構造変化の分析は> レオンティュフ体系の動 

学化の方向において最も有効に達成されるであろう。 

このような分析視角の下に，この稿では， レオンティ 

ェフ体系における技術構造の性格にっいて考察したい 

と思う。

(ニ） レオンディエフ投入係数の安定性

1. この節でレオンティ尤フ投入係数行列の安定性 

は，いかなる前提を基礎に成立しているかを検討する。

レオンテイ芒フ体系における‘技術構造

■注（1 ) . この稿では列ベクトルに .[ ' ] , 行ベクトルに（ ）.の記号を用いる。

( 2 ) 通常レオンティエフ投入係数行列とは，中丨出投入係寒のみを袈素，とする次の正方行列a を指す。

fa 、i ...a,ゾ…a，ノ
dn “ .aり…a2«

_ • * . »
••で"•••巧

Win…戊rtパ“びノ

.われわれの分析では，技銜稱造の変励は站木的に物的資本財の技術効串の変動に驻づいて生ずるものと考え
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